
平成２４年５月２３日　行財政改革審議会提出

第１次行財政改革プラン　改革工程表（平成２２～２４年度）進捗状況  総括表

取り組み事項 平成２２年度実績 平成２３年度見込み

新規採用の抑制による削減
　減△８人
　Ｈ２２．４月　８２８人
　Ｈ２３．４月　８２０人

・委託、民営化等の基準策定方針
　の策定

【決算額】
　４６，９６８百万円

新規採用の抑制による削減
　減△１２人
　Ｈ２３．４月　８２０人
　Ｈ２４．４月　８０８人

維持管理費削減、利

計画を下回る

↓

計画を上回る

↑

職員組合との合意形成継続中

・指定管理者モニタリングの実施

×

計画どおり

④
人事考課制度の充実

（担当課：行政課）

・指定管理者モニタリングの実施

・課題整理と解決手法立案

９６，９７５時間（減△８．９％） ９３，９９８時間（減△１１．７％）

・アウトソーシング推進ガイドライン
　の策定
・委託、民営化等が可能な業務等
　の検討（５０業務・施設）

計画を下回る

↓
時間外勤務時間の削
減

（担当課：行政課）

計画どおり

→

区分

【Ｈ２３　決算見込み】
　４６，８１１百万円

工程の進捗度

×

◎

×

○

計画を下回る

↓①

市債残高の削減（普通
会計）

（担当課：財政課）

①

定員適正化計画及び
行革方針に基づく行政
職員数の削減

（担当課：企画調整課）

③

項
目
１
市
債
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２
　
行
政
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数
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削
減

項

②

民営化、民間委託、指
定管理者制度への移
行

（担当課：企画調整課）

計画を下回る

↓ ×

○

○

○

３ヵ年実施計画の策定
　（Ｈ２３～Ｈ２５）

①

②

計画どおり

→
計画どおり

→

東遠青果流通センター
　・Ｈ２３．５月２５日土地処分契約
　　（有）タカノリース
　・Ｈ２４．３月２７日解散総会

東遠青果流通センター
　・Ｈ２４．３月末解散で方向付け
東遠水産物流通センター
　・Ｈ２６．４月完全民営化で方向
　　付け

Ｈ２３．３月末、経営検討会設置完
了

検討結論付け
　・緑茶人間科学研究所、これっし
　　か処、森の都ならここ、道の駅
　　大東マリーナ、かけがわまち㈱

・見直し対象とした事業の見直し
　　減△１７，６４４千円
　※Ｈ２２決算→Ｈ２３決算見込み

・補助金見直し基準の策定と公表
・補助金交付要綱の改定
・Ｈ２４当初予算への反映
　減△１３２，４１１千円
　　※Ｈ２３当初→Ｈ２４当初

計画どおり

→

用率向上策の検討

（担当課：企画調整課）

計画どおり

→
施設配置や機能分担
などの検討

（担当課：企画調整課
　　施設管理担当課）

・モニタリング結果の情報公開
・利用料金制度の導入
　（Ｈ２３からの新規指定５施設）

○

①
年度別計画の検討

（担当課・企画調整課）

○

○

・駅前東街区再開発事業の事業
　計画策定中
・公共床は取得しないことを決定
・実施計画のローリング
(義務教施設の耐震度向上を優先)

計画どおり

→
・庁内検討委員会の設置
・見直し案の組織機構への反映
　⇒建設・農林部門の本庁集約
　⇒地域健康医療センター設置
　⇒市民窓口関係の統合

・派遣・交流の検討は中断し、窓
　口業務のアウトソーシングを検討
・東日本大震災を踏まえて、本庁・
　支所の防災体制を抜本的に見直
　し中

・庁内検討委員会で方針検討
・公共施設維持管理費見直し方針
　の策定

「社会体育施設」の見直し実施
・コスト評価・施設評価実施
・収支バランスの目標値設定を指
　定管理者公募要綱に設定

→①
・モニタリング結果の情報公開
・利用料金制度の導入
　（Ｈ２４からの新規指定１２施設）

①

補助金の見直し

（担当課：企画調整課
　　　補助金担当課）
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①

組織機構、分掌事務
の見直し

（担当課：企画調整課）

東遠青果流通セン
ター・水産物流通セン
ターの解散等に関する
調整

経営検討委員会の設
置

（担当課：企画調整課
　第三セクター担当

②

◎計画以上        １
○計画どおり      ７
×計画を下回る　４

全１２項目の内訳


